
(証券コード：8886)

平成29年８月10日

株 主 各 位

名古屋市中区栄四丁目５番３号

代表取締役 前 田 和 彦

第35回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第35回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く

ださいますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記「株主総会参考書類」をご検討いただき、平成29年

８月28日（月曜日）午後６時までに到着するよう、同封の議決権行使書用紙に賛

否をご表示のうえ、ご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬具

記

１．日 時 平成29年８月29日（火曜日）午前10時

２．場 所 名古屋市中区栄四丁目５番３号　ＫＤＸ名古屋栄ビル２階

株式会社ウッドフレンズ本社

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第35期（平成28年６月１日から平成29年５月31日まで）事業

報告および計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案

第３号議案

第４号議案

第５号議案

第６号議案

定款一部変更の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件

監査等委員である取締役３名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額決定

の件

監査等委員である取締役の報酬額決定の件
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４．招集に当たっての決定事項

　以下の事項につきましては、法令および定款第15条の規定に基づき、イ

ンターネット上の当社ウェブサイト（https://www.woodfriends.co.jp）に

掲載しておりますので、添付書類には記載しておりません。

　したがいまして、本招集ご通知の添付書類は、監査役および会計監査人

が監査報告を作成するに際して監査したものの一部であります。

　・事業報告の「会計監査人に関する事項」および「業務の適正を確保する

ための体制」

　・計算書類の「個別注記表」

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申し上げます。

◎株主総会参考書類、事業報告および計算書類に修正すべき事情が生じた場合は、

インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.woodfriends.co.jp）にお

いて、修正後の事項を掲載させていただきます。

◎本株主総会終了後に、出席いただきました株主様のうちご希望の方を対象に、

当社の事業活動をより一層ご理解いただくため、子会社である株式会社フォレ

ストノート岐阜工場の見学会を予定しております。

　お手数ではございますが、参加をご希望の方は、同封の返信はがきにお名前を

ご記入の上、ご投函いただきますようお願い申し上げます。

　ご見学いただく岐阜工場へは、当会場より車での移動となりますので、当社に

て送迎いたします。所要時間は移動も含め４時間ほどを予定しております。

　＜株式会社フォレストノート岐阜工場　概要＞

　　・平成23年10月　工場開設

　　・平成29年７月　新プレカット工場竣工

　　・住所：岐阜県養老郡養老町大坪15番地１
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

(平成28年６月１日から
平成29年５月31日まで)

１．会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過およびその成果

当事業年度における愛知県の不動産業界は、名古屋圏の都市部を中心とし

て商業地・住宅地ともに地価上昇が続いておりましたが、住宅地の上昇幅は

縮小いたしました。新設住宅着工戸数は、前年同時期と比べて増加し、住宅

ローンの低金利等に支えられた需要環境のもと、住宅市場の持ち直し基調は

緩やかに続き、とくに戸建分譲住宅市場は堅調に推移いたしました。

このような状況下で、当社の主力事業である分譲住宅事業につきましては、

木造住宅生産の工業化と規格化を目指し、建築資材の内製化や設計から施工

までの一元管理に向けたシステム構築等の先行投資を進めてまいりました。

これらの長年の施策がコスト削減、工期短縮ならびに品質安定等の効果を生

み出し、結果として少しずつではありますが、商品差別性や価格競争力にお

いて優位に働きはじめ、業績に反映されてきました。

営業面におきましては、ＩＴを取り入れた営業手法が効力を発揮し、完成

から引渡しまでの期間が短縮され、商品の回転率が上がりました。また長期

在庫が少ない適正な在庫数量で推移しました。

一方で、建築資材の製造を行う子会社の収益改善が進み、新工場の建設と

新設備の投資を行うことで、独自性を高める「住宅主要部品の工業化」を一

層進める段階に到達いたしました。また、都心回帰のトレンドを吸収すべく

進めてまいりました都市事業におきましては、道半ばではありますが、木造

技術を応用した木造集合住宅を２棟販売いたしました。

これらにより、当グループ全体の住宅販売戸数は729戸（前年比19.3％増／

集合住宅２棟12戸を含む）となりました。

以上の結果、当事業年度の業績およびセグメント別業績につきましては、

下記のとおりとなりました。
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　当事業年度の業績は、次のとおりであります。

金額（百万円） 前期比

売上高 25,974 9.6%増

営業利益 721 27.1%増

経常利益 564 28.7%増

当期純利益 429 15.2%増

　セグメント別の業績は、次のとおりであります。

売上高（百万円） 前期比

住宅事業 25,513 16.0%増

ＡＭ（アセットマネジメント）事業 141 38.1%減

都市事業 212 83.3%減

その他事業 106 49.4%減

（注）当社は、当事業年度より報告セグメントの区分を変更しております。なお、前期

比較につきましては、前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数

値で記載しております。

①　住宅事業　　　　　　　戸建分譲住宅の開発・販売を主力事業として

おります。住宅売上棟数が増加したことによ

り、売上高が増加となりました。

②　ＡＭ（アセットマネジメント）事業 　公園施設の管理運営等を行っております。管

理運営の一部を子会社に移行したことにより、

売上高が減少となりました。

③　都市事業　　　　　　　収益型不動産の開発等を行っております。当

事業年度中に大型の収益型不動産売却が行わ

れなかったことにより、売上高が減少となり

ました。

④　その他事業　　　　　　不動産賃貸収入等上記以外の事業の売上高が

含まれております。
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（ご参考）

　当グループの業績は、次のとおりであります。

金額（百万円） 前期比

売上高 29,615 5.3%増

営業利益 1,048 57.7%増

経常利益 809 84.8%増

親会社株主に帰属する当期純利益 530 130.5%増

　当グループのセグメント別の業績は、次のとおりであります。

売上高（百万円） 前期比

住宅事業 27,328 11.8%増

ＡＭ（アセットマネジメント）事業 1,678 5.1%増

都市事業 463 30.8%減

その他事業 260 83.1%減

(2) 設備投資の状況

　当事業年度の設備投資の総額は542百万円で、その主なものは子会社である

株式会社フォレストノート岐阜工場の新規用地取得および工場建屋の新設等

であります。

(3) 資金調達の状況

　当事業年度の所要資金は、自己資金および借入金により充当した他、無担

保普通社債の発行により、400百万円の資金調達を実施いたしました。
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(4) 直前３事業年度の財産および損益の状況

第32期
平成25年６月１日～
　平成26年５月31日

第33期
平成26年６月１日～
　平成27年５月31日

第34期
平成27年６月１日～
　平成28年５月31日

第35期(当期)
平成28年６月１日～
　平成29年５月31日

売 上 高(百万円) 24,644 24,769 23,701 25,974

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ）

(百万円) 178 △343 438 564

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 ( △ )

(百万円) △27 △450 373 429

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

(円) △18.64 △307.35 254.27 294.16

総 資 産(百万円) 22,690 15,021 15,364 16,753

純 資 産(百万円) 4,329 3,521 3,893 4,231

（注）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、期中平均発行済株式総数により算出

しております。

（ご参考）直前３事業年度の財産および損益の状況（連結）

第32期
平成25年６月１日～
　平成26年５月31日

第33期
平成26年６月１日～
　平成27年５月31日

第34期
平成27年６月１日～
　平成28年５月31日

第35期(当期)
平成28年６月１日～
　平成29年５月31日

売 上 高(百万円) 29,465 27,432 28,135 29,615

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ）

(百万円) 560 △150 438 809

親会社株主に帰属
する当期純利益又
は当期純損失(△)

(百万円) 185 △406 230 530

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

(円) 126.11 △276.82 157.07 363.41

総 資 産(百万円) 25,200 18,545 18,109 19,412

純 資 産(百万円) 4,968 4,576 4,847 5,328

（注）1.第34期より、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

　　　2.１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、期中平均発行済株式総数により算

出しております。
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(5) 対処すべき課題

　東海地域の住宅市場の構造は、10年単位で見ると大きく変化しています。

当社事業の主力エリアである愛知県は、人口流入と結婚数が維持され、特に

分譲住宅市場では年間着工戸数が8,000戸から11,000戸に増加する中で、住宅

需要の価格面においては二極化が進んでおり、一部の利便性の高いエリアの

価格は一段と上昇する一方で、消費者が住宅に求める価格は低下傾向にあり

ます。

　2020年頃から住宅着工戸数は緩やかに減少していくことが統計的に予測さ

れ、市場が縮小する状況下で、当社はシェアの確保を 重要課題とし、成長

拡大の論拠を明確にすべく準備と投資を以前より進めてまいりました。工業

化に基づく合理的な工場生産・施工管理によるコスト削減と品質向上、環境

に優しい国産材利用や耐震およびゼロエネルギー住宅の開発など、全方位で

競争力アップに向けた具体的な対策を推し進め、量的生産による規模のメリ

ットを 大限発揮できるポジションを確保していきたいと考えております。

　一方で、木造技術を核にした新しい事業分野の開拓も、大規模木造の商業

施設、生産施設など具体的に展開を予定しております。また、国内需要に依

存した産業は人口減による影響を避けられません。当社においても、順次、

海外に市場を求め事業展開していく予定であります。

　これらの課題の対応と未来は、ＩＴ投資抜きには語れません。住宅販売、

資材販売、不動産流通取引、新市場開発など、従来の常識と既成概念を超え

る商品の研究や、生産、販売のあり方の見直しに積極的なＩＴ戦略を取り入

れてまいります。

　また、働き方改革においてもＩＴを活用し、時間内での適正労働を前提に

生産性を向上することで、高い付加価値とサービス価値を生み出す取り組み

を推し進めてまいります。

　株主様のご理解とご協力を得て、長期的視点で投資してまいりましたが、

効果がようやく結果として見えてまいりました。心より感謝申し上げます。

　今後、将来を見据えて、国内需要に依存した住宅事業以外、海外視点、モ

ノ消費でない時間消費関連事業の立ち上げを計画し、具体的に事業化を進め、

事業ポートフォリオの拡大と安定的成長をめざしてまいりますので、引き続

きご理解とご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。
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(6) 重要な子会社の状況

会 社 名
資 本 金
（百万円）

当 社 の
議決権比率
（％）

主 要 な 事 業 内 容

森林公園ゴルフ場運営
株 式 会 社

10 70.0 ゴルフ場施設の運営受託

株 式 会 社
リアルウッドマーケティング

10 100.0 不動産の仲介・損害保険代理店業

株式会社フジプロパティ 10 100.0
ビルメンテナンス・不動産の仲介
公園施設の管理運営

株式会社フォレストノート 20 100.0
建設資材の製造・販売
注文住宅の設計・施工
生活関連サービスの提供

株 式 会 社 i z m デ サ イ ン 25 100.0
インターネットサイトの企画・運営
広告代理業

（注）平成29年３月１日付で、当社の連結子会社である株式会社Design & Constructionを

吸収合併しております。

(7) 主要な事業内容　（平成29年５月31日現在）

事 業 区 分 主 要 な 内 容

住 宅 事 業 戸建分譲住宅の企画・設計・施工・販売

ＡＭ(アセットマネジメント)事業 指定管理業務による施設の運営受託

都 市 事 業 収益不動産の開発

そ の 他 事 業 不動産賃貸運営、上記以外の事業

(8) 主要な事業所　（平成29年５月31日現在）

本社　　　　　　　名古屋市中区栄四丁目５番３号

東京支店　　　　　東京都千代田区有楽町一丁目10番１号
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(9) 使用人の状況　（平成29年５月31日現在）

　①事業別使用人の状況

事　　業　　区　　分 使　　用　　人　　数

住 宅 事 業 97名  （42名）

ＡＭ（アセットマネジメント）事業 0名   （0名）

都 市 事 業 3名   （0名）

そ の 他 の 事 業 0名   （0名）

全 社 （ 共 通 ） 26名   （3名）

合　　　　　　計 126名  （45名）

　②当社の使用人の状況

　使　用　人　数  前事業年度末比増減 　 平　均　年　齢  平 均 勤 続 年 数

126名（45名） 24名増（4名増） 36.7歳 7.2年

（注）１．使用人数は就業人員であり、（　）内は外数で、臨時使用人の年間平均雇用人員であ

ります。

２．臨時使用人は、派遣社員を除いております。

３．全社（共通）と記載されている使用人数は、特定の事業に区分できない管理部門に所

属している者であります。

(10) 主要な借入先　（平成29年５月31日現在）

借 入 先 借　　入　　金　　額（百万円）

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,239

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,064

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 680

知 多 信 用 金 庫 626

株 式 会 社 大 垣 共 立 銀 行 573

(11) その他会社の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（平成29年５月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 4,800,000株

(2) 発行済株式の総数 1,480,000株

(自己株式28,978株を含む）

(3) 株主数 589名

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数（株） 持 株 比 率（％）

ベ ス ト フ レ ン ズ 有 限 会 社 616,200 42.4

株式会社東邦レオホールディングス 120,000 8.2

前 田 和 彦 44,200 3.0

前 　 田 　 扶 美 子 44,200 3.0

橘 　 俊 夫 44,100 3.0

松 岡 　 明 44,000 3.0

柴 田 　 労 40,000 2.7

嶋 崎 弘 之 36,700 2.5

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 36,000 2.4

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 24,000 1.6

株 式 会 社 り そ な 銀 行 24,000 1.6

株 式 会 社 十 六 銀 行 24,000 1.6

　（注）１．当社は、自己株式を28,978株保有しておりますが、上記大株主からは除外しており
ます。

２．持株比率は自己株式（28,978株）を控除して計算しております。
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(5) その他株式に関する重要な事項

①自己株式の取得

　平成29年１月５日開催の取締役会決議により、以下のとおり自己株式を取
得いたしました。

　 取得した株式の種類および数
　 取得価額の総額
　 取得した期間

普通株式　21,100株
44,123,600円
平成29年１月５日から平成29年４月
17日

②自己株式の処分

　平成29年４月28日開催の取締役会決議により、以下のとおり自己株式を処
分いたしました。

　 処分した株式の種類および数
　 処分価額の総額
　 処分した日

普通株式　 5,000株
10,300,000円
平成29年５月15日

③当事業年度末における自己株式数 普通株式　28,978株
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３．会社の新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の状況（平成29年５月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 前 田 和 彦
代表執行役員
森林公園ゴルフ場運営株式会社代表取締役

取 締 役 笹 原 利 明
上席執行役員
住宅事業本部長兼エンジニアリング本部長

取 締 役 加 藤 猛 雄

上席執行役員

建設資材事業本部長

株式会社フォレストノート代表取締役

取 締 役 伊 藤 嘉 浩
執行役員

経理部長

取 締 役 吉 田 祥 子
執行役員

新商品開発部長

取 締 役 川 口 一 幸 川口一幸法律事務所所長(弁護士)

常 勤 監 査 役 松 浦 和 雄

監 査 役 阪 野 　 實

監 査 役 大 場 康 史
大場康史公認会計士事務所所長(公認会計士)

ＣＴＳ監査法人統括代表社員（公認会計士）

（注）１．取締役川口一幸氏は、社外取締役であります。

２．監査役阪野實氏および大場康史氏は、社外監査役であります。

３．当社では、取締役川口一幸氏および監査役阪野實氏ならびに大場康史氏を東京証券取

引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

４．監査役大場康史氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務および会計に関

する相当程度の知見を有するものであります。

５．当社では、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応するため、執行役員制度を導入して

おります。

６．当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する契約を締結することができる旨を定款に規定しており、社外取締役および

各監査役との間で責任限定契約を締結しております。

　　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役および各監査役がその職務を

行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める 低責

任限度額としております。
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(2) 取締役および監査役の報酬等の額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

監 査 役
(うち社外監査役)

計
（うち社外役員）

人員(名) 金額(千円) 人員(名) 金額(千円) 人員(名) 金額(千円)

6
 　　(1)

107,100
(3,900)

3
(2)

15,100
(4,050)

9
(3)

122,200
(7,950)

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．当事業年度末の取締役の員数は６名、監査役の員数は３名であります。

３．平成19年８月30日開催の第25回定時株主総会において、取締役の報酬限度額を年額

120,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない）、監査役の報酬限度額を年額

24,000千円以内と決議いただいております。

４．支給額には、以下のものが含まれております。

・当事業年度に係る役員賞与引当金の繰入額28,000千円（取締役６名に対し24,500千

円、監査役３名に対し3,500千円）。

・当事業年度に係る役員退職慰労引当金の繰入額7,500千円（取締役５名に対し7,000

千円、監査役１名に対し500千円）。

(3) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

　「(1) 取締役および監査役の状況」に記載の重要な兼職先と当社との間

には特別な関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況

出席状況および発言状況

取締役 川口　一幸

取締役会16回のすべてに出席しております。弁護士としての専門的知

見および独立的・公平的な立場から、取締役会の場において助言・提

言等必要な発言を行っております。

監査役 阪野　　實

取締役会16回のすべてに、また監査役会15回のすべてに出席しており

ます。これまでの長年の豊富な経験と幅広い見識および独立的・公平

的な立場から取締役会、監査役会の場において助言・提言等必要な発

言を行っております。

監査役 大場　康史

取締役会16回のすべてに、また監査役会15回のすべてに出席しており

ます。公認会計士としての専門的知見および独立的・公平的な立場か

ら取締役会、監査役会の場において助言・提言等必要な発言を行って

おります。
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貸　借　対　照　表

（平成29年５月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

完 成 工 事 未 収 入 金

売 掛 金

販 売 用 不 動 産

仕 掛 販 売 用 不 動 産

商 品

未 成 工 事 支 出 金

原 材 料

前 渡 金

繰 延 税 金 資 産

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

工 具 器 具 備 品

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他

15,564,691

3,332,510

51,799

13,049

4,726,661

5,323,007

2,870

1,307,783

28,434

276,442

80,755

330,000

91,376

1,188,764

645,230

71,077

9,357

12,479

269,000

283,315

107,807

106,673

1,134

435,726

9,157

52,000

204,000

74,439

96,130

流 動 負 債 9,558,876

工 事 未 払 金 1,789,304

買 掛 金 23,280

１ 年 内 償 還 予 定 社 債 153,400

短 期 借 入 金 5,474,100

１年内返済予定長期借入金 1,317,168

未 払 金 224,806

未 払 費 用 51,731

未 払 法 人 税 等 103,112

未 成 工 事 受 入 金 126,377

賞 与 引 当 金 102,517

役 員 賞 与 引 当 金 32,000

完 成 工 事 補 償 引 当 金 142,922

そ の 他 18,155

固 定 負 債 2,963,300

社 債 309,600

長 期 借 入 金 1,849,679

受 入 保 証 金 662,043

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 138,100

そ の 他 3,877

負 債 合 計 12,522,176

純 資 産 の 部

株 主 資 本 4,229,941

資 本 金 279,125

資 本 剰 余 金 280,619

資 本 準 備 金 269,495

そ の 他 資 本 剰 余 金 11,124

利 益 剰 余 金 3,725,765

利 益 準 備 金 69,781

そ の 他 利 益 剰 余 金 3,655,984

別 途 積 立 金 1,170,000

繰 越 利 益 剰 余 金 2,485,984

自 己 株 式 △55,569

評価・換算差額等 1,337

その他有価証券評価差額金 1,337

純 資 産 合 計 4,231,279

資 産 合 計 16,753,455 負 債 ・ 純 資 産 合 計 16,753,455

（注）　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成28年６月１日から
平成29年５月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 25,974,557

売 上 原 価 22,775,792

売 上 総 利 益 3,198,765

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,477,337

営 業 利 益 721,427

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 24,832

そ の 他 61,429 86,261

営 業 外 費 用

支 払 利 息 184,890

そ の 他 58,374 243,264

経 常 利 益 564,424

特 別 利 益

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 14,530 14,530

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,008 1,008

税 引 前 当 期 純 利 益 577,946

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 113,330

法 人 税 等 調 整 額 34,810

当 期 純 利 益 429,805

（注）　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

－ 15 －



株主資本等変動計算書

(平成28年６月１日から
平成29年５月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 279,125 269,495 10,413 279,908 69,781 1,170,000 2,114,864 3,354,645

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当 期 純 利 益 429,805 429,805

剰 余 金 の 配 当 △58,684 △58,684

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分 711 711

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度 中
の 変 動 額 ( 純 額 )

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － 711 711 － － 371,121 371,121

当 期 末 残 高 279,125 269,495 11,124 280,619 69,781 1,170,000 2,485,984 3,725,765

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △21,033 3,892,644 782 782 3,893,427

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当 期 純 利 益 429,805 429,805

剰 余 金 の 配 当 △58,684 △58,684

自 己 株 式 の 取 得 △44,123 △44,123 △44,123

自 己 株 式 の 処 分 9,588 10,300 10,300

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度 中
の 変 動 額 ( 純 額 )

555 555 555

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △34,535 337,298 555 555 337,851

当 期 末 残 高 △55,569 4,229,941 1,337 1,337 4,231,279

（注）　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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【会計監査人の監査報告】

独立監査人の監査報告書

平成29年7月21日

株式会社ウッドフレンズ

取締役会　御中

　　　　　　 有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 岩　田　国　良　

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 山　田　昌　紀　

　当監査法人は、会社法第436条の２項第１号の規定に基づき、株式会社ウ

ッドフレンズの平成28年６月１日から平成29年５月31日までの第35期事業

年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計

算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類

及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し

た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立

場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附

属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るた

めに、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

－ 17 －



　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について

監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の

判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚

偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内

部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する

ために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計

算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し

たと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及

びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。

 以　　上
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【監査役会の監査報告】

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年６月１日から平成29年５月31日までの第35期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意

思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以

下の方法で監査を実施しました。

　①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な

決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の

状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役

等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社からの事業

の報告を受けました。

　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成

る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして、会社法

施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締

役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制

システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし

ました。

　③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理

基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している

旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取

締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

平成29年７月24日

株式会社ウッドフレンズ　監査役会

常勤監査役 松 浦 和 雄 

社外監査役 阪 野 　 實 

社外監査役 大 場 康 史 

以　上
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（ご参考）

連 結 貸 借 対 照 表

（平成29年５月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

完 成 工 事 未 収 入 金

売 掛 金

販 売 用 不 動 産

仕 掛 販 売 用 不 動 産

商 品 及 び 製 品

未 成 工 事 支 出 金

仕 掛 品

原 材 料

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

コ ー ス 勘 定

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

16,914,349

4,208,148

5,556

344,241

4,688,898

5,323,007

203,810

1,287,082

97,846

248,170

95,611

411,975

2,498,225

2,061,929

689,874

108,514

295,000

472,070

157,000

304,732

34,737

134,194

302,101

9,157

68,093

224,851

流 動 負 債 10,523,182

工 事 未 払 金 1,471,647

買 掛 金 365,521

１ 年 内 償 還 予 定 社 債 153,400

短 期 借 入 金 5,881,562

１年内返済予定長期借入金 1,469,540

リ ー ス 債 務 92,601

未 払 法 人 税 等 148,146

賞 与 引 当 金 151,357

役 員 賞 与 引 当 金 32,000

完 成 工 事 補 償 引 当 金 142,922

そ の 他 614,482

固 定 負 債 3,561,122

社 債 309,600

長 期 借 入 金 2,289,116

リ ー ス 債 務 144,666

退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,194

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 138,100

資 産 除 去 債 務 16,102

そ の 他 662,341

負 債 合 計 14,084,304

純 資 産 の 部

株 主 資 本 5,042,617

資 本 金 279,125

資 本 剰 余 金 280,619

利 益 剰 余 金 4,538,442

自 己 株 式 △55,569

その他の包括利益累計額 1,337

その他有価証券評価差額金 1,337

非 支 配 株 主 持 分 284,315

純 資 産 合 計 5,328,270

資 産 合 計 19,412,575 負 債 ・ 純 資 産 合 計 19,412,575

（注）　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成28年６月１日から
平成29年５月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 29,615,522

売 上 原 価 25,564,475

売 上 総 利 益 4,051,047

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,002,293

営 業 利 益 1,048,754

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 862

そ の 他 41,083 41,946

営 業 外 費 用

支 払 利 息 219,343

そ の 他 61,774 281,117

経 常 利 益 809,583

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 23 23

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,599 4,599

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 805,007

法 人 税 等 合 計 232,239

当 期 純 利 益 572,768

非支配株主に帰属する当期純利益 41,776

親会社株主に帰属する当期純利益 530,991

（注）　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年６月１日から
平成29年５月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 279,125 279,908 4,066,135 △21,033 4,604,134

連結会計年度中の変動額

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

530,991 530,991

剰 余 金 の 配 当 △58,684 △58,684

自 己 株 式 の 取 得 △44,123 △44,123

自 己 株 式 の 処 分 711 9,588 10,300

株 主 資 本 以 外 の
項目の連結会計年度中
の 変 動 額 ( 純 額 )

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － 711 472,306 △34,535 438,483

当 期 末 残 高 279,125 280,619 4,538,442 △55,569 5,042,617

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非 支 配 株 主 持 分 純資産合計そ の 他
有価証券評価差額金

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 782 782 242,538 4,847,455

連結会計年度中の変動額

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

530,991

剰 余 金 の 配 当 △58,684

自 己 株 式 の 取 得 △44,123

自 己 株 式 の 処 分 10,300

株 主 資 本 以 外 の
項目の連結会計年度中
の 変 動 額 ( 純 額 )

555 555 41,776 42,331

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 555 555 41,776 480,814

当 期 末 残 高 1,337 1,337 284,315 5,328,270

（注）　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

　連結貸借対照表、連結損益計算書および連結株主資本等変動計算書については、参考情報とし

て記載しているものであり、会計監査人の監査を受けておりません。
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株主総会参考書類

議案および参考事項

　第１号議案　剰余金の処分の件

　　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　　　期末配当に関する事項

　　　　第35期の期末配当につきましては、当事業年度の業績ならびに今後の

　事業展開等を勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

　　　①　配当財産の種類

金銭といたします。

　　　②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき、金90円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は130,591,980円となります。

　　　③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年８月30日といたしたいと存じます。
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第２号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　(1)今後の業務範囲の拡大および事業内容の多様化に対応するため、現行定款

第２条につきまして事業目的の追加を行うものであります。

　(2)企業の持続的成長と価値向上のためには、取締役会の監督機能、執行部に

よる業務執行機能の役割の明確化と強化を図り、経営の意思決定を適正

化・迅速化することが必須であります。コーポレート・ガバナンス体制の

見直しを行った結果、当社は、監査役設置会社から監査等委員会設置会社

へ移行することといたします。つきましては、監査等委員会設置会社への

移行に必要な、監査等委員である取締役および監査等委員会に関する規定

の新設ならびに監査役および監査役会に関する規定の削除等の所要の変

更を行うものであります。

なお、本議案における定款変更については、本総会終結の時をもって効力

が発生するものといたします。

２．変更の内容

　変更内容は次のとおりであります（下線は変更部分を示しております）。

現 行 定 款 変 更 案

第１章　総則 第１章　総則

［目的］ ［目的］

第２条　１．～11．（条文省略） 第２条　１．～11．（現行どおり）

（新　　設） 12．国内外における観光地の開発

に関する事業

（新　　設） 13．国内外におけるホテル、旅

館、その他の観光施設の企

画、設計、施工、運営および

経営指導

（新　　設） 14．旅行業法に基づく旅行業

（新　　設） 15．インターネットを利用した各

種情報提供サービス、ならび

に宿泊施設、観光施設等の予

約の代理、媒介または取次業

務

（新　　設） 16．日本酒その他酒類の製造、販

売

（新　　設） 17．清涼飲料その他の飲料の製

造、販売

（新　　設） 18．健康、スポーツおよび余暇に

関するサービスの企画、運営

12．上記各号に付帯する一切の事

業

19．上記各号に付帯する一切の事

業
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現 行 定 款 変 更 案

［機関］ ［機関］

第４条　当会社は、株主総会および取締役

のほか、次の機関を置く。

第４条　当会社は、株主総会および取締役

のほか、次の機関を置く。

(1）取締役会 (1）取締役会

(2）監査役 (2）監査等委員会

(3）監査役会 （削　　除）

(4）会計監査人 (3）会計監査人

第２章　株式 第２章　株式

第６条～第11条　　（条文省略） 第６条～第11条　　（現行どおり）

第３章　株主総会 第３章　株主総会

第12条～第18条　　（条文省略） 第12条～第18条　　（現行どおり）

第４章　取締役および取締役会 第４章　取締役および取締役会

［員数］ ［員数］

第19条　当会社の取締役は、７名以内とす

る。

第19条　当会社の取締役（監査等委員であ

る取締役を除く。）は、７名以内と

する。

（新　　設） ２．当会社の監査等委員である取締役

は、４名以内とする。

［選任方法］ ［選任方法］

第20条　取締役は、株主総会において選任

する。

第20条　取締役は、監査等委員である取締

役とそれ以外の取締役とを区分し

て、株主総会において選任する。

２．　　　　　（条文省略） ２．　　　　　（現行どおり）

３．　　　　　（条文省略） ３．　　　　　（現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案

［任期］ ［任期］

第21条　取締役の任期は、選任後１年以内

に終了する事業年度のうち 終のも

のに関する定時株主総会の終結の時

までとする。

第21条　取締役（監査等委員である取締役

を除く。）の任期は、選任後１年以

内に終了する事業年度のうち 終の

ものに関する定時株主総会の終結の

時までとする。

（新　　設） ２．監査等委員である取締役の任期

は、選任後２年以内に終了する事業

年度のうち 終のものに関する定時

株主総会の終結の時までとする。

（新　　設） ３．任期満了前に退任した監査等委員

である取締役の補欠として選任され

た監査等委員である取締役の任期

は、退任した監査等委員である取締

役の任期の満了する時までとする。

第22条～第23条　　（条文省略） 第22条～第23条　　（現行どおり）

［取締役会の招集通知］ ［取締役会の招集通知］

第24条　取締役会の招集通知は、会日の３

日前までに各取締役および各監査役

に対して発する。ただし、緊急の必

要があるときは、この期間を短縮す

ることができる。

第24条　取締役会の招集通知は、会日の３

日前までに各取締役に対して発す

る。ただし、緊急の必要があるとき

は、この期間を短縮することができ

る。

２．取締役および監査役の全員の同意

があるときは、招集の手続きを経な

いで取締役会を開催することができ

る。

２．取締役の全員の同意があるとき

は、招集の手続きを経ないで取締役

会を開催することができる。
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現 行 定 款 変 更 案

［取締役会の決議方法］ ［取締役会の決議方法］

第25条　　　　　　（条文省略） 第25条　　　　　　（現行どおり）

［議事録］ ［議事録］

第26条　取締役会における議事の経過の要

領およびその結果ならびにその他法

令に定める事項については、これを

議事録に記載または記録し、出席し

た取締役および監査役がこれに記名

押印または電子署名する。

第26条　取締役会における議事の経過の要

領およびその結果ならびにその他法

令に定める事項については、これを

議事録に記載または記録し、出席し

た取締役がこれに記名押印または電

子署名する。

２．　　　　　（条文省略） ２．　　　　　（現行どおり）

［相談役］ ［相談役］

第27条　　　　　　（条文省略） 第27条　　　　　　（現行どおり）

［報酬等］ ［報酬等］

第28条　取締役の報酬、賞与その他の職務

執行の対価として当会社から受ける

財産上の利益は、株主総会の決議に

よって定める。

第28条　取締役の報酬、賞与その他の職務

執行の対価として当会社から受ける

財産上の利益は、監査等委員である

取締役とそれ以外の取締役とを区別

して、株主総会の決議によって定め

る。

第29条～第30条　　（条文省略） 第29条～第30条　　（現行どおり）

第５章　監査役および監査役会 （削　　除）

［員数］ （削　　除）

第31条　当会社の監査役は、４名以内とす

る。
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現 行 定 款 変 更 案

［選任方法］ （削　　除）

第32条　監査役は、株主総会において選任

する。

２．監査役の選任決議は、議決権を行

使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行

う。

［任期］ （削　　除）

第33条　監査役の任期は、選任後４年以内

に終了する事業年度のうち 終のも

のに関する定時株主総会の終結の時

までとする。

２．任期の満了前に退任した監査役の

補欠として選任された監査役の任期

は、退任した監査役の任期の満了す

る時までとする。

［常勤の監査役］ （削　　除）

第34条　監査役会は、その決議によって常

勤の監査役を選定する。

［監査役会の招集通知］ （削　　除）

第35条　監査役会の招集通知は、会日の３

日前までに各監査役に対して発す

る。ただし、緊急の必要があるとき

は、この期間を短縮することができ

る。

２．監査役全員の同意があるときは、

招集の手続を経ないで監査役会を開

催することができる。

［監査役会の決議の方法］ （削　　除）

第36条　監査役会の決議は、法令に別段の

定めがある場合を除き、監査役の過

半数をもって行う。

－ 29 －



現 行 定 款 変 更 案

［議事録］ （削　　除）

第37条　監査役会における議事の経過の要

領およびその結果ならびにその他法

令に定める事項については、これを

議事録に記載または記録し、出席し

た監査役がこれに記名押印または電

子署名する。

［報酬等］ （削　　除）

第38条　監査役の報酬、賞与その他の職務

執行の対価として当会社から受ける

財産上の利益は、株主総会の決議に

よって定める。

［監査役の責任免除］ （削　　除）

第39条　当会社は、会社法第426条第１項の

規定により、同法第423条第１項の監

査役（監査役であった者を含む｡）の

損害賠償責任を、取締役会の決議に

よって、法令が定める額を限度とし

て、免除することができる｡

［監査役についての責任限定契約］ （削　　除）

第40条　当会社は、会社法第427条第１項の

規定により、監査役との間で、同法

第423条第１項の行為に関する責任

につき、法令に定める 低責任限度

額を限度とする契約を締結すること

ができる｡
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現 行 定 款 変 更 案

（新　　設） 第５章　監査等委員会

（新　　設） ［監査等委員会の招集通知］

第31条　監査等委員会の招集通知は、会日

の３日前までに各監査等委員に対し

て発する。ただし、緊急の必要があ

るときは、この期間を短縮すること

ができる。

２．監査等委員全員の同意があるとき

は、招集の手続きを経ないで監査等

委員会を開催することができる。

（新　　設） ［監査等委員会の決議の方法］

第32条　監査等委員会の決議は、議決に加

わることができる監査等委員の過半

数が出席し、その過半数をもって行

う。

（新　　設） ［議事録］

第33条　監査等委員会における議事の経過

の要領およびその結果ならびにその

他法令に定める事項については、こ

れを議事録に記載または記録し、出

席した監査等委員がこれに記名押印

または電子署名する。

第41条～第46条　　（条文省略） 第34条～第39条　　（現行どおり）

（新　　設） 附則

［監査役の責任免除に関する経過措置］

当会社は、第35回定時株主総会終結前の行

為に関する会社法第423条第１項所定の監

査役（監査役であった者を含む。）の損害

賠償責任を、法令の限度において、取締役

会の決議によって免除することができる。
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第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件

　第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認された場合、当社は監査

等委員会設置会社に移行し、取締役全員（６名）は定款変更の効力発生時をも

って任期満了により退任となります。

　つきましては、業務執行と監督を分離し、迅速に経営の意思決定をが行える

よう３名減員し、監査等委員会設置会社へ移行後の取締役（監査等委員である

取締役を除く。）３名の選任をお願いするものであります。

　本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を

条件として、効力を生じるものといたします。

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりでありま

す。

候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社
株式の数

１
まえだ かずひこ

前　田 和　彦
(昭和21年１月８日)

昭和57年11月　当社設立、代表取締役

平成16年１月　株式会社ミルクリーク東海

　　　　　　　（現　株式会社Design & 

Construction）代表取締役

平成17年１月　森林公園ゴルフ場運営株式会社

　　　　　　　代表取締役（現任）

平成21年１月　株式会社フォレストノート

　　　　　　　代表取締役

平成23年６月　当社代表取締役代表執行役員（現

任）

（重要な兼職の状況）

森林公園ゴルフ場運営株式会社　代表取締役

44,200株

２
いとう よしひろ

伊　藤 嘉　浩
(昭和39年４月16日)

平成17年４月　当社入社

平成17年８月　当社管理部次長

平成21年10月　当社不動産開発部長

平成23年６月　当社執行役員不動産開発部長

平成24年11月　当社執行役員

　　　　　　　社長室長兼情報システム部長兼コ

ンプライアンス部長

平成25年３月　株式会社ｉｚｍデサイン

　　　　　　　代表取締役

平成25年８月　当社取締役執行役員

　　　　　　　経理部長兼情報システム部長

平成26年６月　当社取締役執行役員経理部長

平成29年７月　当社取締役執行役員経理部長兼人

事総務部長兼子会社管理室長（現

任）

（重要な兼職の状況）

該当事項なし

2,000株
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候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社
株式の数

３ かわぐち かずゆき

川　口 一　幸
(昭和44年７月７日)

平成12年10月　司法試験合格

平成14年10月　大脇・鷲見合同法律事務所（現　
しるべ総合法律事務所）入所

平成20年12月　同所退所

平成21年１月　川口一幸法律事務所開所、所長（現
任）

平成22年８月　当社社外監査役

平成27年８月　当社社外取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
川口一幸法律事務所所長（弁護士）

-

（注）１．各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。

２．川口一幸氏は社外取締役候補者であります。

３．同氏を社外取締役候補者とした理由は次のとおりであります。同氏は、弁護士として

の専門的知見ならびに企業法務に関する豊富な経験から、当社取締役として当社の経

営に適切な助言をいただくことで、経営体制がさらに強化できると判断しております。

なお、同氏は過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験は

ありませんが、上記理由により社外取締役として、その職務を適切に遂行していただ

けるものと判断しております。

４．なお、同氏は現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、

本総会終結の時をもって２年となります。

５．同氏との責任限定契約の内容は以下のとおりであります。

　　当社は川口一幸氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく損害賠

償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める 低責任限度額としております。同

氏の再任が承認された場合には、同様の内容の契約を継続する予定であります。

６．当社は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届

け出ております。同氏が再任された場合は、改めて同氏を独立役員として届け出る予

定であります。
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第４号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

　第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認された場合、当社は監査

等委員会設置会社いたします。つきましては、監査等委員である取締役３名の

選任をお願いするものであります。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を

条件として、効力を生じるものといたします。

　監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社
株式の数

１

※
まつうら かずお

松　浦 和　雄
(昭和30年２月27日)

平成12年４月　当社入社、商品企画部長

平成13年６月　当社執行役員商品生産本部長兼商
品設計部長

平成18年８月　当社取締役執行役員

　　　　　　　名古屋都市事業部長

平成23年６月　当社取締役上席執行役員

　　　　　　　エンジニアリング本部長

平成26年６月　当社取締役建築技術統轄フェロー

　　　　　　　森林公園ゴルフ場運営株式会社

　　　　　　　監査役（現任）
平成26年７月　株式会社フジプロパティ監査役

　　　　　　　(現任）

平成26年８月　当社常勤監査役（現任）

　　　　　　　株式会社Design & Construction

監査役

　　　　　　　株式会社リアルウッドマーケティ

ング監査役（現任）

　　　　　　　株式会社フォレストノート監査役

（現任）

　　　　　　　株式会社izmデサイン監査役（現

任）

（重要な兼職の状況）

該当事項なし

6,000株

２

※
ばんの みのる

阪　野 實
(昭和15年５月10日)

昭和34年４月　愛知県庁入庁

平成12年４月　同庁監査委員事務局長

平成13年４月　同庁退職

平成13年４月　財団法人愛知公園協会専務理事

平成15年４月　愛知県大府市公平委員会委員

平成17年１月　愛知県国際博推進局瀬戸愛知県館
館長

平成18年６月　上飯田連絡船株式会社専務取締役

平成19年６月　同社専務取締役退任

平成22年８月　当社社外監査役（現任）

（重要な兼職の状況）
該当事項なし

-
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候 補 者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社
株式の数

３

※
おおば やすし

大　場 康　史
(昭和39年５月26日)

昭和63年４月　監査法人伊東会計事務所入所

平成７年３月　公認会計士登録

平成13年１月　同法人は中央青山監査法人と合併

平成18年６月　中央青山監査法人退職

平成18年７月　あらた監査法人入社

平成26年８月　同法人退職

平成26年９月　大場康史公認会計士事務所開所

所長（現任）

平成27年８月　当社社外監査役（現任）

平成28年７月　ＣＴＳ監査法人統括代表社員（現

　　　　　　　任）

（重要な兼職の状況）

大場康史公認会計士事務所所長（公認会計士）

ＣＴＳ監査法人統括代表社員（公認会計士）

-

（※印は、新任の取締役候補者であります。）

（注）１．各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。

２．阪野實氏、および大場康史氏は社外取締役候補者であります。

３．阪野實氏を社外取締役候補者とした理由は次のとおりであります。同氏は、幅広く高

度な見識と長年の豊富な経験を有していることから、取締役として当社の経営の監査

に適切な助言をいただけると判断しております。

４．大場康史氏を社外取締役候補者とした理由は次のとおりであります。同氏は過去に直

接会社経営に関与された経験はありませんが、幅広く高度な見識と長年の豊富な経験

を有していることから、取締役として当社の経営に適切な助言をいただくことで、経

営体制がさらに強化できると判断しております。

５．阪野實氏は、現在当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は、本総

会終結の時をもって７年となります。

６．大場康史氏は、現在当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は、本

総会終結の時をもって２年となります。

７．阪野實氏および大場康史氏との責任限定契約の内容は以下のとおりであります。

　　当社は両氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく損害賠償責任

の限度額は、会社法第425条第１項に定める 低責任限度額としております。両氏の再

任が承認された場合には、同様の内容の契約を継続する予定であります。

８．当社は、阪野實氏および大場康史氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、同取引所に届け出ております。両氏が再任された場合は、改めて両氏を独立

役員として届け出る予定であります
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第５号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額決定の件

　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が承認可決されますと、監査等委

員会設置会社に移行いたします。

　当社は、取締役の報酬等について、平成19年８月30日開催の第25回定時株主

総会において、年額120,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と

ご承認いただいておりますが、監査等委員会設置会社への移行に伴い、これを

廃止したうえで新たに取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額を

定めることとし、その報酬額を、これまでの取締役の報酬等の額および昨今の

経済情勢等諸般の事情を勘案し、年額150,000千円以内とさせていただきたいと

存じます。各取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する具体的金額、

支給の時期等の決定は、取締役会の決議によることとさせていただきたいと存

じます。

　なお、当該報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まないもの

といたしたいと存じます。

　現在の取締役は６名（うち社外取締役１名）でありますが、第２号議案「定

款一部変更の件」および第３号議案「取締役（監査等委員である取締役を除

く。）３名選任の件」が原案どおり承認された場合、取締役の員数は３名（う

ち社外取締役１名）となります。

　なお、本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力

発生を条件として、効力を生じるものといたします。
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第６号議案　監査等委員である取締役の報酬額決定の件

　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が承認可決されますと、監査等委

員会設置会社に移行いたします。

　つきましては、昨今の経済情勢等諸般の事情を勘案し、監査等委員である取

締役の報酬等の額を年額30,000千円以内とさせていただきたいと存じます。各

監査等委員である取締役に対する具体的金額、支給の時期等の決定は、監査等

委員である取締役の協議によることとさせていただきたいと存じます。

　第２号議案「定款一部変更の件」および第４号議案「監査等委員である取締

役３名選任の件」が原案どおり承認された場合、監査等委員である取締役の員

数は３名となります。

　なお、本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力

発生を条件として、効力を生じるものといたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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＜メ　モ　欄＞
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＜メ　モ　欄＞
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株主総会会場ご案内図

会場　名古屋市中区栄四丁目５番３号

ＫＤＸ名古屋栄ビル２階　株式会社ウッドフレンズ本社

TEL　052(249)3503(代)

◎地下鉄東山線・名城線「栄」駅下車、12番出口から東へ４分

※駐車場のご用意はいたしておりませんので、お車でのご来場は

ご遠慮くださいますようお願い申し上げます。


